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規 則

北海道立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第 号

北海道立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則
北海道立自然公園条例施行規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改正す

る。
第２条第７号中「運送する自動車」の次に「若しくは馬車」を加える。
第 条中第 号を第 号とし、第 号の次に次の１号を加える。

道路、駐車場、運動場、芝生で覆われた園地、植生のない砂浜その他の原状回復が可
能な場所において、地域の活性化を目的とする自然を活用した催しを実施するため、工
作物を新築し、改築し、若しくは増築し、広告物等を建築物の壁面に掲出し、若しくは
設置し、若しくは工作物等に表示し、小規模に土地の形状を変更し、又は屋根、壁面、
塀、橋、鉄塔、送水管その他これらに類するものの色彩を変更すること（一時的に行わ
れ、当該催しの終了後遅滞なく原状回復が行われるものであり、かつ、当該催しに関し、
地方公共団体が作成する次に掲げる事項を記載した計画であって、当該催しの開始の日
の 日前までに、知事に提出されたものに基づき行われるものに限る。以下この号にお
いて「工作物の新築等」という。）。
ア 催しの名称、概要、主催者名、開催場所及び開催期間
イ 風致の維持のために行われる措置の内容
ウ 原状回復を確実に実施するための体制及び方法並びにその実施期限
エ 工作物の新築等に着手する 日前までに、その概要を知事に通知する旨

第 条中第 号を第 号とし、第 号の次に次の１号を加える。
道路、駐車場、運動場、芝生で覆われた園地、植生のない砂浜その他の原状回復が可
能な場所において、地域の活性化を目的とする自然を活用した催しを実施するため、工
作物を新築し、改築し、若しくは増築し、広告物等を建築物の壁面に掲出し、若しくは
設置し、若しくは工作物等に表示し、又は小規模に土地の形状を変更すること（一時的
に行われ、当該催しの終了後遅滞なく原状回復が行われるものであり、かつ、当該催し
に関し、地方公共団体が作成する次に掲げる事項を記載した計画であって、当該催しの
開始の日の 日前までに、知事に提出されたものに基づき行われるものに限る。以下こ
の号において「工作物の新築等」という。）。
ア 催しの名称、概要、主催者名、開催場所及び開催期間
イ 風景の維持のために行われる措置の内容
ウ 原状回復を確実に実施するための体制及び方法並びにその実施期限
エ 工作物の新築等に着手する 日前までに、その概要を知事に通知する旨
附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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北海道農業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第 号

北海道農業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則
北海道農業近代化資金利子補給規則（昭和 年北海道規則第 号）の一部を次のように改

正する。
第２条の表中「年 パーセント」を「年 パーセント」に改める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道農業近代化資金利子補給規則の規定は、平成 年４月
日以後に利子補給についての知事の承認を受けた農業近代化資金について適用し、同日前
に利子補給についての知事の承認を受けた農業近代化資金については、なお従前の例によ
る。

告 示

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により、三石土地改良区から、
次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成 理 事 川 端 孝 造 日高郡新ひだか町三石美野和 番地
退 任 同 同 村 井 兵 作 三石郡三石町字本町 番地

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土 地 改 良 区 名
平成 恵庭土地改良区
同 南長沼土地改良区
同 訓子府土地改良区

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成 年６月 日から 日間、一般の縦覧に供する。
なお、この変更計画については、同条第６項において準用する同法第 条第６項の規定に

基づき、縦覧期間満了の日の翌日から起算して 日以内に北海道知事に異議申立てをするこ
とができる。
また、同条第７項の規定による決定に不服がある者は、同条第 項の規定に基づき、北海

道を被告として、決定があったことを知った日の翌日から起算して６月以内に当該決定の取
消しの訴えを提起することができる。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
八 白 経営体育成基盤整備（区画整理、農業用用排水、客土、暗きょ） 北海道檜山支庁
大 矢 谷 同 （区画整理、農業用用排水） 同
西 丹 羽 ほ場整備〔担い手育成型〕（区画整理、農業用用排水） 同
檜 山 北 中山間地域総合整備（農業用用排水、ほ場整備、暗きょ） 同

北海道告示第 号

土地改良法（昭和 年法律第 号）第 条の２第５項において準用する同法第 条第１
項の規定により、平成 年６月 日、広尾町の行う土地改良（尾張地区基盤整備促進［基盤
整備］（農道））事業の施行に同意した。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除に係る保安林の所在場所 河東郡士幌町字ウリマク２の１・３の１（以上２筆に

ついて次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 風害の防備
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道十勝支庁産業振興部林務課及び士幌町役場に
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備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第 号

森林法（昭和 年法律第 号）第 条の３において準用する同法第 条第３項の規定に
よる保安林の指定施業要件の変更の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第 条
の規定により、その通知の内容を士別市役所の掲示場に掲示した。その要旨は、平成 年農
林水産省告示第 号のとおりである。

平成 年６月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

所在が不分明な者
士別市上士別町 の１所在の森林について所有権を有する 金 井 昭

北海道告示第 号

昭和 年北海道告示第 号（北海道収入証紙の元売りさばき人及び売りさばき人の指
定）の一部を次のように改正する。

平成 年６月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

２ 売りさばき人の項生田原町農業協同組合及び丸瀬布町農業協同組合の事項を削り、同
項えんゆう農業協同組合の事項中「同 遠軽支所」の次に次の２事項を加
える。
同 白滝支所
同 生田原支所

北海道告示第 号

平成 年北海道告示第 号（北海道の指定金融機関及び収納代理金融機関）の一部を次
のように改正し、平成 年７月３日から施行する。

平成 年６月 日
北海道知事 高 橋 はるみ

２ 収納代理金融機関の項三石町農業協同組合の事項中「三石町農業協同組合」を「みつ
いし農業協同組合」に改める。

公 告

地方公務員等共済組合法（昭和 年法律第 号）第 条第３項及び同法施行規程第 条
の２の規定により、北海道市町村職員共済組合及び北海道都市職員共済組合から、平成 年
度の決算について登載依頼があった。
平成 年６月 日

北海道知事 高 橋 はるみ
北 海 道 市 町 村 職 員 共 済 組 合 公 告

北海道市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成 年度決算の要旨を公告する。
平成 年６月 日

北海道市町村職員共済組合理事長 小 川 公 人
１ 組合に属する地方公共団体等

市 町 村 一部事務組合等 合 計

２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一般組合員（一般職） 一般組合員（特別職） 市町村長組合員 特定消防組合員 継続長期組合員 任意継続組合員 合 計

組 合 員 数（人）

給 料 月 額（百万円）：長期

〃 ：短期

一人当たり給料月額（円）：長期

〃 ：短期

３ 組合職員の数は、次のとおりである。 （単位：人）
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４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
損益計算書の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金支払

（収 入）

負 担 金

掛 金

施 設 収 入 ・ 商 品 売 上

基 礎 年 金 交 付 金

利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 収 入

他 経 理 か ら 繰 入 金

前 年 度 支 払 準 備 金

前年度繰越長期給付積立金

前 期 損 益 修 正 益

計

（支 出）

給 付 金

役 職 員 給 与

旅 費 ・ 事 務 費

商 品 仕 入

飲 食 材 料 費

委 託 費

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 計

人 員



北 海 道 公 報 第 号平成 年６月 日（火曜日）

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

基礎年金拠出金負担金

他 経 理 へ 繰 入 金

そ の 他 支 出

次 年 度 支 払 準 備 金

次年度繰越長期給付積立金

前 期 損 益 修 正 損

固 定 資 産 除 却 損

計

差引当期利益（損失）金

※短期の差引当期利益（損失）金欄は上欄は短期分、下欄は介護に係る差引当期利益（損失）金です。

貸借対照表の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 基礎年金支払

（資 産）

流 動 資 産

固 定 資 産

計

（負 債）

流 動 負 債

固 定 負 債

剰 余 金 又 は 欠 損 金

計

北 海 道 都 市 職 員 共 済 組 合 公 告
北海道都市職員共済組合定款第 条の規定に基づき、平成 年度決算の要旨を公告する。

平成 年６月 日
北海道都市職員共済組合理事長 新 宮 正 志
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２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一 般 組 合 員 市 長 組 合 員 特 定 消 防 組 合 員 長期 継続長期組合員 任 意 継 続 組 合 員 合 計

組 合 員 数（人）

給 料 月 額（百万円）
長 期

短 期

１人当たり給料月額（円）
長 期

短 期

３ 組合職員の数は、次のとおりである。 （単位：人）

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 計

人 員

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
損益計算書の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形 基礎年金支払

（収 入）

負 担 金

掛 金

施 設 収 入 ・ 商 品 売 上

基 礎 年 金 交 付 金

利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 収 入

他 経 理 か ら 繰 入 金

前 年 度 支 払 準 備 金

１ 組合に属する地方公務員等

市 一部事務組合等 合 計
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前年度繰越長期給付積立金

計

（支 出）

給 付 金

役 職 員 給 与

旅 費 ・ 事 務 費

商 品 仕 入

飲 食 材 料 費

委 託 費

支 払 利 息

連 合 会 払 込 金

老 人 保 健 拠 出 金

退 職 者 給 付 拠 出 金

介 護 納 付 金

基礎年金拠出金負担金

他 経 理 へ 繰 入 金

そ の 他 の 支 出

次 年 度 支 払 準 備 金

次年度繰越長期給付積立金

計

差 引 当 期 利 益 金

貸借対照表の要旨 （単位：千円）

区 分 短 期 長 期 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形 基礎年金支払

（資 産）

流 動 資 産

固 定 資 産
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支 庁 告 示

北海道上川支庁告示第 号

貸金業の規制等に関する法律（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次の貸
金業者に対し貸金業の業務について停止処分をしたので、同法第 条の規定により公告する。
平成 年６月 日

北海道上川支庁長 富 樫 秀 文
１ 住 所 北海道旭川市南２条通 丁目 番地の７
２ 商号又は名称 未来エージェント
３ 氏 名 山口 容子
４ 登 録 番 号 北海道知事 上第 号
５ 業務停止の期間 平成 年６月 日から８月 日までの間の 日間
６ 業務停止の範囲
新規（金銭の借換えを含む。以下同じ。）の金銭の貸付け、新規の金銭の貸借の媒介及
び新規の金銭の貸付けの代理業務とする。ただし、行政処分の効力発生以前に資金需要者
等から申込等があり、金銭の貸付け等を行わなかったときに資金需要者等に損害が発生す
ると見込まれる場合は、法に違反しない範囲でその部分に関する業務についてのみ行うこ
とができるものとする。

北海道上川支庁告示第 号

貸金業の規制等に関する法律（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次の貸
金業者に対し貸金業の業務について停止処分をしたので、同法第 条の規定により公告する。

平成 年６月 日
北海道上川支庁長 富 樫 秀 文

１ 住 所 北海道上川郡上川町字層雲峡
２ 商号又は名称 フレンズ
３ 氏 名 佐藤 正人
４ 登 録 番 号 北海道知事 上第 号
５ 業務停止の期間 平成 年６月 日から８月 日までの間の 日間
６ 業務停止の範囲
新規（金銭の借換えを含む。以下同じ。）の金銭の貸付け、新規の金銭の貸借の媒介及
び新規の金銭の貸付けの代理業務とする。ただし、行政処分の効力発生以前に資金需要者
等から申込等があり、金銭の貸付け等を行わなかったときに資金需要者等に損害が発生す
ると見込まれる場合は、法に違反しない範囲でその部分に関する業務についてのみ行うこ
とができるものとする。

北海道上川支庁告示第 号

貸金業の規制等に関する法律（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定により、次の貸
金業者に対し貸金業の業務について停止処分をしたので、同法第 条の規定により公告する。
平成 年６月 日

北海道上川支庁長 富 樫 秀 文
１ 住 所 北海道旭川市東旭川南１条８丁目３番 号
２ 商号又は名称 翔（つばさ）
３ 氏 名 谷口 充

繰 延 資 産

欠 損 金

計

（負 債）

流 動 負 債

固 定 負 債

剰 余 金

計
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４ 登 録 番 号 北海道知事 上第 号
５ 業務停止の期間 平成 年６月 日から８月 日までの間の 日間
６ 業務停止の範囲
新規（金銭の借換えを含む。以下同じ。）の金銭の貸付け、新規の金銭の貸借の媒介及
び新規の金銭の貸付けの代理業務とする。ただし、行政処分の効力発生以前に資金需要者
等から申込等があり、金銭の貸付け等を行わなかったときに資金需要者等に損害が発生す
ると見込まれる場合は、法に違反しない範囲でその部分に関する業務についてのみ行うこ
とができるものとする。

道選挙管理委員会告示

北海道選挙管理委員会告示第 号

公職選挙法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定に基づき、平成 年１月 日執
行の函館市北海道議会議員補欠選挙に関し、候補者の出納責任者から提出のあった同法第
条第１項の規定による選挙運動に関する収入及び支出の報告書の要旨を別冊のとおり公

表する。
その別冊は、北海道選挙管理委員会事務局及び渡島支所に備え置いて一般の閲覧に供する。
平成 年６月 日

北海道選挙管理委員会委員長 土 屋 良 三

北海道選挙管理委員会告示第 号

公職選挙法（昭和 年法律第 号）第 条第１項の規定に基づき、平成 年３月 日執
行の留萌市北海道議会議員補欠選挙に関し、候補者の出納責任者から提出のあった同法第
条第１項の規定による選挙運動に関する収入及び支出の報告書の要旨を別冊のとおり公

表する。
その別冊は、北海道選挙管理委員会事務局及び留萌支所に備え置いて一般の閲覧に供する。
平成 年６月 日

北海道選挙管理委員会委員長 土 屋 良 三

正 誤

○平成 年５月２日（第 号）
北海道告示第 号（農林水産大臣権限に係る保安林の指定の解除の予定）中に次のとお

り誤りがあったので訂正する。
ページ 欄 行
２ 左

誤 上川郡新得町（国有林。
正 上川郡新得町（以上２町国有林。

２ 左
誤 上川郡新得町（国有林。
正 上川郡新得町（以上１市２町国有林。
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